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解答欄 

（１） （２） （３） （４） （５） 

     

（６） （７） （８） （９） （10） 

     

（11） （12） （13） （14） （15） 

     

 

 

 

 

 

 

  

１  

２  



- 4 - 

３  

 

（１） 

① 購入の場合の１年間のランニングコスト 

 円 

 

  リースの場合の１年間のランニングコスト 

 円 

 

  よって、購入とリースそれぞれの１年間のランニングコストの差額原価（絶対値）は、 

 円 

 

であることから、もし（   ）年以上当該カラー複合機を使用する場合には、取得費用を上記

のランニングコストの差額により回収できるため、購入した方が経済的に有利であると考えられる。 

  

②（ア）購入の場合の取得費用及びランニングコストの割引現在価値 

現在 １年後分 ２年後分 ３年後分 ４年後分 

△ 2,200,000 △ 110,936 △   △   △   

 

 （イ）リースの場合のランニングコストの割引現在価値 

現在 １年後分 ２年後分 ３年後分 ４年後分 

－ △ 693,840 △  △  △  

 

 上記から、 

 

（ア） 購入した場合の取得費用及び 

    ランニングコストの割引現在価値総額 
△         円 

（イ） リースした場合のランニングコストの 

    割引現在価値総額 
△         円 

   

 よって、それぞれの割引現在価値の差額（絶対値）は、 

 円 

  

となり、（ 購入 or リース ）（いずれかに○）の方が、取得費用、ランニングコストの割引

現在価値総額が少ないことから、 

もし４年間当該カラー複合機を使用する場合には、 

（ 購入 or リース ）（いずれかに○）した方が経済的に有利である。 
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（２） 

①  

 円 

②  

 円 

③  

 円 

④  

 円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

３  
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（１） 

 
指標 計算式 Ｚ法人 Ｃ法人 

例 事業未収金回転期間 
事業未収金÷（サービス活動収益

計÷12）（か月） 
1.4か月 1.3か月 

① 流動比率 流動資産÷流動負債（％） 313.3％   ％ 

② 当座比率 現金預金÷流動負債（％） 201.6％   ％ 

③ 純資産比率 純資産÷総資産（％） 73.1％   ％ 

④ 固定長期適合率 
固定資産÷（純資産＋固定負債）

（％） 
84.5％   ％ 

⑤ 借入金比率 借入金残高合計÷総資産（％） 17.3％   ％ 

⑥ 借入金償還余裕率 
借入金元利払額÷事業活動資金 

収支差額（％） 
59.4％   ％ 

⑦ 債務償還年数 
借入金残高合計÷事業活動資金 

収支差額（年） 
5.0年   年 

⑧ 事業未払金回転期間 
事業未払金÷｛（事業費＋事務費）

÷12｝（か月） 
2.2か月  か月 

⑨ 
職員一人当たり 

サービス活動収益 

サービス活動収益計÷平均総職員

数（千円） 
6,486千円  千円 

⑩ 人件費率 人件費÷サービス活動収益計（％） 66.5％   ％ 

⑪ 事業費率 事業費÷サービス活動収益計（％） 14.8％   ％ 

⑫ 事務費率 事務費÷サービス活動収益計（％） 10.3％   ％ 

⑬ 付加価値率 
付加価値÷サービス活動収益計

（％） 
70.4％   ％ 

⑭ 
サービス活動増減 

差額率 

サービス活動増減差額÷サービス 

活動収益計（％） 
2.1％   ％ 

⑮ 経常増減差額率 
経常増減差額÷サービス活動収益

計（％） 
2.1％   ％ 

⑯ 固定資産老朽化率 
減価償却累計額÷（土地を除く） 

有形固定資産取得価額（％） 
47.2％   ％ 

⑰ 
総資産経常増減 

差額率 
経常増減差額÷総資産（％） 1.0％   ％ 
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（２） 

① （１）の⑨～⑮のような収益性や費用の合理性に関する指標をＣ法人とＺ法人で比較した場合、

総じて（ Ｃ法人 ・ Ｚ法人 ）の方が、収益性が高く、費用は合理的であるといえる。 

 

② （１）の③～⑦のような長期的な安定性に関する指標をＣ法人とＺ法人で比較した場合、総じて

（ Ｃ法人 ・ Ｚ法人 ）の方が、長期的な安定性は高いといえる。 

 

③ （１）の⑰のような資産の合理性や事業の効率性に関する指標をＣ法人とＺ法人で比較した場

合、総じて（ Ｃ法人 ・ Ｚ法人 ）の方が、事業の効率性は高いといえる。 

 

 

 

 

 

 

 

  

４  



- 8 - 

 

 

 


